
09-03 (1) 

 

   北播磨総合医療センター企業団安全運転管理規程 

 

                        平成２５年１０月１日 

                        企業管理規程第３３号 

 

 （目的） 

第１条 この規程は、公用で使用する車両（以下「公用車」という。）の安全な

運転を確保するとともに、その効率的な使用を図り、もって公用車の交通事

故を防止することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 (1) 車両 道路交通法（昭和３５年法律１０５号。以下「法」という。）第

２条に定める車両のうち、自動車及び原動機付自転車をいう。 

 (2) 公用車 北播磨総合医療センター企業団が現に所有し、又は現に使用

管理する車両をいう。 

 （安全運転管理者等の選任及び解任） 

第３条 法７４条の２の規定に基づき、企業長は法定の資格を有する者のうち

から、安全運転管理者及び副安全運転管理者（以下「安全運転管理者等」と

いう。）を選任するものとする。 

２ 企業長は、安全運転管理者等を選任した日から１５日以内に所轄警察署長

を通じ、公安委員会に届け出るものとする。これを解任したときも同様とす

る。 

 （安全運転管理者の任務） 

第４条 安全運転管理者は、安全運転管理業務を適正に行うものとする。 

 （副安全運転管理者の任務） 

第５条 副安全運転管理者は、安全運転管理者の指示を受け、安全運転管理業

務を補佐するものとする。 

２ 安全運転管理者に事故あるとき、又は欠けたときは、安全運転管理者が予

め指定する副安全運転管理者がその任務を代行する。 

 （車両管理者） 

第６条 車両の所属する課に車両管理者を置き、当該課の長をもってこれに充

てる。 

 （車両管理者の責務） 

第７条 車両管理者は、その課における運転者及びその課において使用管理す
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る車両に関し、安全運転管理者が行う安全運転管理業務が円滑に行われるよ

う協力し、連帯してその責に任ずるものとする。 

 （公用車運転の申出） 

第８条 運転者は、公用車を運転しようとするときは、当該車両に係る車両管

理者の承認を受けなければならない。 

 （公用車の運転の承認） 

第９条 前条の申出を受けた車両管理者は、運転者及びその運転業務について

次の各号に掲げる事項を確認した後でなければこれを承認してはならない。 

(1) 当該車両の運転に必要な免許を受けていること。 

(2) 酒気を帯びていないこと。 

(3) 過労、病気その他の理由により正常な運転ができないおそれのないこと。 

(4)  運転業務に法定速度の遵守の違反を誘発するような時間の拘束がない

こと。 

 （運転者の心構え） 

第１０条 公用車を運転する者は、公用車を使用するに当たって、常に人命尊

重を旨とし、かつ交通法令及びこの規定を遵守し、安全運転に努めなければ

ならない。 

 （運転者の義務） 

第１１条 公用車を運転する者は、公用車の使用及び運行に関し、次の各号に

定める事項を遵守する義務を負うものとする。 

(1)  交通関係法令及び諸規定に従って運転上細心の注意を払い、特に安全

速度を厳守して交通事故並びに法令違反の絶無に努めなければならない。 

(2)  道路運送法、同車両法その他の定めるところに従い、車両の保全と安

全運行に努めなければならない。 

(3)  安全運転管理者、副安全運転管理者及び車両管理者の指示に従わなけ

ればならない。 

(4)  車両の運転開始及び終了の日時、運行距離等必要な事項を記録しなけ

ればならない。 

 （私用運転の禁止） 

第１２条 公用車は、業務以外の目的に使用してはならない。 

 （管理者の義務） 

第１３条 安全運転管理及び副安全運転管理は、公用車の安全な運転の確保に

努め、次の業務を行うものとする。 

(1) 無免許運転の禁止 

(2) 飲酒運転の禁止 
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(3) 過労運転等の禁止 

(4) 法令違反の強要、助長などの禁止 

(5) 長距離運転時の交替要員の確保 

(6) 運転日誌等の記録の管理 

(7) 交通安全教育の実施 

(8) 交通事故の原因の調査、研究 

(9) その他必要な事項 

 （事故報告及び事故処理） 

第１４条 公用車による事故が発生したときは、所属長を通じ管理部に報告し

なければならない。 

２ 事故が発生した場合は、その処理は北播磨総合医療センター企業団（以下

「企業団」という。）が行う。 

 （事故による賠償責任） 

第１５条 運転者が起こした事故による賠償の責任は、企業団が負うものとす

る。ただし、運転者が、故意又は重大な過失により事故を発生させた場合に

は、運転者はその損害賠償の責を免れない。 

 （私用車両の公用車扱い） 

第１６条 職員の私用車両の公用車扱いについては、企業長が別に定める。 

 （その他） 

第１７条 この規程に定めるもののほか、安全運転管理に関し必要な事項は、

企業長が定める。 

 

 

   附 則 

 この規程は、平成２５年１０月１日から施行する。 

 


